
（平成２５年１２月２６日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 3 件



関東千葉国民年金 事案 4553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年３月まで 

  私は、申立期間の国民年金保険料については、付加保険料を含めて納付

しており、未納とされていることに納得がいかない。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、12 か月と短期間であり、一緒に国民年金保険料を納付したと

する妻は、申立期間を含む昭和 36 年４月から 60 歳までの定額保険料を全て

納付済みである。 

 また、申立人は、国民年金制度が開始された昭和 36 年４月から 60 歳まで、

申立期間を除き全て定額保険料を納付している上、申立期間の前年度である

昭和 50年度及び申立期間後の 52年４月から 60歳到達月の前月である平成８

年＊月まで、付加保険料を含めて納付しており、納付意識の高さが認められ

ることから、申立期間の保険料は、付加保険料を含めて納付していたものと

考えるのが自然である。 

さらに、制度上、付加保険料を納付できるのは定額保険料が納付された月

でなければならないところ、申立人に係るＡ町（現在は、Ｂ市）の国民年金

被保険者名簿では、申立期間において、毎月付加保険料相当額である 400 円

のみが納付された記録となっている上、Ｂ市役所保険年金課では「申立期間

当時、定額保険料と付加保険料の納付書は別々ではなかったと思われる。」

と回答していることから、記録管理の不適切さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められる。 

  



関東千葉国民年金 事案 4554  

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

                                                   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年７月から 54年３月まで 

         ② 昭和 55年１月から同年３月まで 

         ③ 昭和 55年６月から 58年３月まで 

         ④ 昭和 59年７月から同年９月まで 

    私の国民年金保険料の納付記録は、申立期間①、②、③及び④の期間が

未納となっているが、保険料を納付しなかった覚えが無いので調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間④について、申立人は、国民年金手帳記号番号の払出しを受けて、

昭和 58 年４月から国民年金保険料を納付し始め、長期にわたって保険料を納

付しており、同年同月以後は申立期間④を除き保険料の未納期間が無いこと

から、申立人の保険料の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間④は３か月と短期間であり、その前後の期間の保険料が現

年度納付されていることを踏まえると、申立期間④の保険料も現年度納付さ

れたと考えても特段不自然ではない。 

   一方、申立期間①、②及び③について、申立人は、「昭和 50 年７月にＡ市

へ戻った後、同市で国民年金の加入手続を行い、半年分くらいの国民年金保

険料をまとめて納付した。」と主張しているところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は、申立人の所持する年金手帳の記載内容及び前後の任意加入者の

資格取得日から、昭和 58 年４月頃にＢ市で払い出されたものであることが推

認され、その時点において、申立期間①、②及び申立期間③のうち 55 年６月

から同年 12月までの保険料は時効により納付することができない。 



また、申立期間③のうち、昭和 56 年１月以降の保険料は遡って納付するこ

とが可能であるものの、申立人は、「保険料をＢ市で遡って納付したかどう

か、はっきり覚えていない。」と述べている。 

さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び手帳記号番号払出簿検索

システムによる調査の結果からは、保険料納付の前提となる別の手帳記号番

号が申立人に払い出された形跡もうかがえない上、申立期間①、②及び③の

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 59 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



関東千葉厚生年金 事案 5343 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 39 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月１日から同年６月１日まで 

私は、昭和 39年４月にＡ社（現在は、Ｃ社）に入社し、平成 14年６月 27

日まで継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落して

いる。申立期間も給与から厚生年金保険料が控除されていたはずなので、年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及びＡ社人事部が発行した証明書によると、申立人は昭和

39年４月１日に同社に入社し、申立期間に勤務していたことが確認できる。 

   また、申立人が名前を挙げた昭和 39 年４月に同期入社した元同僚５人、申

立人の同期でＢ支店において資格取得している元同僚及び申立人の妻が名前

を挙げた同期の元同僚３人は、いずれも入社当初から厚生年金保険の資格を取

得していることが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店において、申立人の１年後に入社している元同僚二人も

入社当初の４月から厚生年金保険の資格を取得していることが確認できる。 

加えて、申立人が名前を挙げた経理担当者は、「試用期間が３か月間あった

が、その間の費用は、本社が負担し、試用期間中でも厚生年金保険に加入させ

ていたので、申立人についても、給与から厚生年金保険料が控除されていたと

思う。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を



事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 39 年６月の社会

保険事務所（当時）の記録から２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当該事業所は当時の資料が無いため不明と回答しており、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



関東千葉厚生年金 事案 5344 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立

期間②に係る標準報酬月額を 13万 4,000円に訂正することが必要である。 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 55年 12月 30日から 56年２月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年２月

１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 11万 8,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間①のうち、昭和 56年２月１日から同年３月１日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を同年

２月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

申立期間③のうち、昭和 56年４月 30日から同年９月 18日までの期間につ

いて、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年９月

18 日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 13万 4,000円とすることが妥当

である。 

また、申立人は、申立期間③のうち、昭和 56年９月 18日から同年 11月 11

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＢ社における上記訂正後の資格喪失日

（昭和 56年９月 18日）に係る記録を同年 11月 11日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 



    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：① 昭和 55年 12月 30日から 56年３月１日まで 

② 昭和 56年３月１日から同年４月 30日まで 

③ 昭和 56年４月 30日から同年 12月１日まで 

    私は、昭和 55年１月頃から 57年３月頃まで、引っ越し専門のＡ社及びそ

の関連会社に給与計算担当の正社員として勤務していたが、年金事務所から

年金記録について文書連絡を受けたので確認したところ、申立期間①及び③

について、厚生年金保険の被保険者期間が相違し、申立期間②について、標

準報酬月額が相違しているので訂正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の

当該期間の標準報酬月額は、当初 13万 4,000円と記録されていたところ、同

社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日である昭和56年４月30日より

後の異なる日付で、申立人を含む多数の者の標準報酬月額が遡って減額訂正さ

れており、申立人の場合、同年９月 18日付けで、当該期間の標準報酬月額が

７万 2,000円に減額訂正されていることが確認できる。  

  これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、標準報酬月額を遡

って減額訂正する合理的な理由は無く、申立期間②の標準報酬月額に係る有効

な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、13 万 4,000 円に訂正すること

が必要である。 

申立期間①のうち、昭和 55年 12月 30日から 56年２月１日までの期間につ

いては、Ａ社及びＢ社の複数の元同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ社

に継続して勤務していたことが認められる。  

 また、申立人と同様にＡ社からＢ社に異動となった記録が認められる元同僚

は、「Ａ社とＢ社は関連事業所であり、仕事の内容に変わりはなく、厚生年金

保険料も給与から継続して控除されていた。」と供述しているとともに、当該

元同僚から提出された昭和 55年 12月の給与明細書によると、当該元同僚は、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。  

 一方、適用事業所名簿によると、Ａ社は、昭和 55年 12月 30日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、当該期間において適用事業所であった

記録は確認できないものの、商業登記簿謄本によると、同社は 52 年７月 22

日に設立された法人であり、Ｃ社に商号変更した後、平成元年 12月３日に解

散していることが確認できるとともに、当該期間において、少なくとも５人以

上の従業員が継続して勤務していたと推認できることから、Ａ社は、当該期間

において当時の厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件を満たして



いたものと判断される。  

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、当該期間においては、Ａ社において、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票の昭和 55 年 11 月の記録から、11 万 8,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は、当該期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用事業

所の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の当該期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。  

申立期間①のうち、昭和 56年２月１日から同年３月１日までの期間につい

ては、Ａ社及びＢ社の複数の元同僚の供述並びにＢ社が厚生年金保険の適用事

業所となった日が同年２月１日であることから判断すると、申立人は、同社に

継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人と同様にＡ社からＢ社に異動となった記録が認められる上述の

元同僚から提出された同年２月の給与明細書によると、当該元同僚は、厚生年

金保険料を給与から控除されていたことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、当該期間においては、Ｂ社において、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ｂ社の標準報酬月額に係る上記

訂正を行った後の昭和 56年３月の記録から、13万 4,000円とすることが妥当

である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ

社は、昭和56年４月30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

商業登記簿謄本によると平成元年 12月３日に解散しているため、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は無く、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。  

申立期間③のうち、昭和 56年４月 30日から同年９月 18日までの期間につ

いては、雇用保険の加入記録から、申立人は、Ｂ社に継続して勤務していたこ

とが認められるが、社会保険事務所の記録では、同年４月 30日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失している。 

一方、Ｂ社の事業所別被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険被保険

者の資格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（昭和

56年４月 30日）より後の同年９月 18日付けで、遡って同年４月 30日に訂正



されていることが確認できる。  

 また、上記被保険者名簿において、昭和 56年９月 18日付けで資格喪失日を

同年４月 30日に遡って訂正された者が 66人（申立人を含む。）、標準報酬月額

の減額訂正が行われた者が 63人及び資格取得を取り消された者が８人確認で

きる。 

さらに、Ｂ社の商業登記簿謄本によると、同社は、適用事業所でなくなった

日（昭和56年４月30日）以後も法人として存続していたことが確認できる上、

同社の複数の元同僚が当該日以後も同社に継続して勤務していた旨供述して

おり、同社が当該日以後も当時の厚生年金保険法に定める適用事業所としての

要件を満たしていたものと認められることから、社会保険事務所が当該適用事

業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 56年４月 30日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有

効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、社会保険事務所

が申立人の資格喪失処理を行った同年９月 18日であると認められる。 

また、昭和 56年４月から同年８月までの標準報酬月額については、Ｂ社の

標準報酬月額に係る上記訂正を行った後の 56年３月の記録から、13万 4,000

円とすることが妥当である。 

申立期間③のうち、昭和 56年９月 18日から同年 11月 11日までの期間につ

いて、雇用保険の加入記録により、申立人は、当該期間においてＢ社に継続し

て勤務していたことが認められる。 

また、申立人と同様に、当該期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落して

いるＢ社の複数の元同僚は、「Ａ社、Ｂ社、Ｃ社と社名が変わっただけで、当

該期間において社員は同じ条件で雇用され、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていた。」と供述している。 

一方、適用事業所名簿及び事業所別被保険者名簿によると、Ｂ社は、昭和

56年４月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当該期間に

適用事業所であった記録は確認できないものの、上述のとおり、同社は、当該

期間においても適用事業所としての要件を満たしていたものと認められる。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。  

また、当該期間の標準報酬月額については、Ｂ社の資格喪失日に係る上記訂

正を行った後の昭和 56年８月の記録から、13万 4,000円とすることが妥当で

ある。  

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当

該期間において、Ｂ社は適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務

所に適用事業所の届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、

申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ



る。 

申立期間③のうち、昭和 56年 11月 11日から同年 12月１日までの期間につ

いては、申立人は、「Ｂ社に勤務していた。」と主張しているが、雇用保険の加

入記録を確認できない。 

また、申立人は当該期間の保険料控除資料を所持しておらず、申立人と同一

日に同社に係る被保険者資格を喪失している元代表取締役から調査に協力を

得られなかったことから、当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



関東千葉厚生年金 事案 5345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ社

における申立期間の標準賞与額に係る記録を 28万 5,000円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年４月 10日 

私は、平成 17 年４月 10 日にＡ社から賞与を支給されたが、その賞与に

ついての標準賞与額の年金記録が無い。調査の上、年金記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金から提出された申立人に係る記録（異動

記録マスタ＋賞与異動記録マスタ一覧）により、申立期間において、同社から

申立人に賞与が支給されていたことが確認できる。 

また、申立人と同様に申立期間に係る賞与の記録が欠落している複数の元同

僚が所持している賞与明細書により、当該期間において厚生年金保険料が控除

されていることが確認できることから、申立人についても同様に当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたものと推認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の基金の記録及び同僚

の賞与明細書を基に算出した賞与額又は保険料控除額から、28 万 5,000 円と



することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立期間において、申立人と同様にＡ社から賞与を受けていたとする複数

の元同僚も、その所持する賞与明細書により当該期間の厚生年金保険料が控除

されていることが確認できるところ、オンライン記録には当該期間に係る標準

賞与額の記録が無いことから、事業主は、当該期間に係る賞与の届出を社会保

険事務所（当時）に提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、当該期間

の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5346 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を

平成３年 12 月から４年６月までは 22 万円、同年７月から５年８月までは 26

万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12月１日から５年９月１日まで 

    私がＡ社に勤務した期間のうち、平成３年 12 月から５年８月までの厚生

年金保険の標準報酬月額が 11 万円に引き下げられており、納得できない。

給与振込額が分かる預金通帳及び雇用保険被保険者離職票を提出するので、

調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、平成３年 12 月から４年６月までは 22 万円、４年７月から５年８月ま

では 26万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所では

なくなった日（平成５年 11 月 17 日）より後の６年１月７日付けで、３年 12

月１日に遡及して 11万円に引き下げられている上、複数の元同僚についても、

申立人と同様に同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日より後に

申立期間の標準報酬月額が遡及して引き下げられていることが確認できる。 

   しかしながら、申立人から提出された雇用保険被保険者離職票によると、申

立期間の一部の期間にあたる離職の日以前１年間の平均賃金月額は、当該遡

及訂正前の標準報酬月額 26万円を上回っていることが確認できる上、併せて

申立人から提出された預金通帳によると、同社からの給与振込額から推認で

きる申立期間の給与支給額は当該遡及訂正前の標準報酬月額に相当する額で

あったことが認められる。 

   また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本において、申立人は同社の役員ではないことが

確認できる上、申立人は、「同社ではソフトウエアの開発業務を担当していた。」



と述べていることから、当該標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していなか

ったと認められる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記遡及訂正処

理を行う合理的な理由は見当たらず、当該処理に係る記録は有効なものとは

認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が

当初届け出たとおり、平成３年 12 月から４年６月までは 22 万円、同年７月

から５年８月までは 26万円に訂正することが必要である。 



関東千葉厚生年金 事案 5347 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 57年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 30万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 47年４月１日にＡ社に入社し、平成 20年３月 31日まで同社

に勤務した。申立期間に同社Ｂ支店から同社本社へ転勤したが、同社に継続

して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているのはお

かしい。調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された申立人に係る異動歴から判断する

と、申立人は、同社に継続して勤務し（同社Ｂ支店から同社本社に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   なお、異動日については、上記異動歴には、Ａ社Ｂ支店から同社本社への異

動日は昭和 57 年３月 12 日と記載されているが、同社は、異動に伴う厚生年

金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日については各月１日付けであっ

た旨回答していることから、同年４月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 57年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、30万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としているが、事業主が厚生年金保険被保険



者の資格喪失日を昭和 57年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年３月 31日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

関東千葉国民年金 事案 4555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成元年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成元年２月まで 

    私は、昭和 36 年に国民年金制度が開始されてから 60歳到達月の前月の平

成２年＊月まで国民年金保険料を納付してきたが、申立期間は第３号被保険

者期間であり、保険料の納付は不要であると知ったので、納付した申立期間

の保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 36 年に国民年金制度が開始されてから 60 歳到達月の前月

の平成２年＊月まで国民年金保険料を納付してきた。」と主張しているが、オ

ンライン記録で、申立期間は第３号被保険者期間となっているところ、第３号

被保険者に該当した日（昭和 61年４月１日）の事務処理は同年４月 18日に行

われ、夫が厚生年金保険の被保険者資格を喪失（平成元年３月 21 日）したこ

とによる第３号被保険者非該当の事務処理は同年８月 10 日に行われているこ

とが確認できることから、申立期間は保険料の納付を要しない第３号被保険者

期間として適正に事務処理が行われている。 

   また、仮に、第３号被保険者期間に保険料の納付が行われた場合は、当該保

険料は過誤納となり、還付されることとなるが、オンライン記録において、過

誤納発生記録は見当たらず、保険料の納付が行われた事実はうかがえない。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 19年８月から同年 10月までの期間及び 20年４月から同年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年８月から同年 10月まで 

             ② 平成 20年４月から同年 12月まで 

    私は、平成 21 年７月に、社会保険事務所（当時）で国民年金保険料の免

除申請手続を行ったときに、過去２年間の保険料を納付できると教えられ、

その時点で２年前の 19 年７月からの保険料の納付書を作成してもらい、納

付できる期限が過ぎる前に１か月分ずつ納付していたのに、申立期間①及び

②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間①及び②の国民年金保険料は、納付できる期限が過ぎ

る前に、複数のコンビニエンスストアで納付していた。」と述べているが、納

付したとするコンビニエンスストア等の記憶が定かではなく、申立期間①及び

②の保険料納付の具体的な状況は不明である。 

   また、申立人は、「申立期間①及び②の国民年金保険料を１か月ずつ納付し

ていた。」と述べていることから、その納付回数は合計 12回となるが、複数の

コンビニエンスストア及び社会保険事務所（平成 22年１月以降は年金事務所）

において、複数回にわたって保険料収納事務の過誤が生じたとは考え難い。 

   さらに、申立期間①及び②は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期

間であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、領収

済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

14 年４月以降は保険料収納事務が国に一元化されたことに伴い、委託業者に

よる磁気テープに基づく納付書の作成、収納機関からの納付通知の電子的実施

等、年金記録事務における事務処理の機械化が一層促進されていることを踏ま

  



                      

えると、記録漏れや記録誤り等が生じる可能性は低いものと考えられる。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 17年７月から 18年６月までの国民年金保険料については、若

年者納付猶予により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月から 18年６月まで 

    私は、申立期間に係る国民年金保険料の若年者納付猶予申請を行ったにも

かかわらず、申立期間が若年者納付猶予期間となっておらず、単なる未納期

間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、申立期間に係る国民年金保険料の若年者納付猶予申請を

行ったにもかかわらず、同期間が若年者納付猶予期間となっていない。」と主

張している。 

しかし、申立人の申立期間当時の居住地であるＡ区が保存していた申立人に

係る国民年金の記録によると、同区は、平成 18年１月 31日に郵送により提出

された国民年金保険料の「全額免除」の申請書を受け付け、同年２月 17 日に

社会保険事務所（当時）に送付し、当該申請は、同年２月 28 日に「却下」と

決定されていることが確認できる。 

また、申立期間当時の国民年金保険料の若年者納付猶予の申請書は、免除及

び納付猶予共通の様式であり、「１．全額免除 ２．半額免除 ３．納付猶予」

のうち審査を希望する種別を選択（複数選択可）する形式であったが、申立人

が申立期間に係る保険料の若年者納付猶予申請手続を行ったことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

以上の状況を踏まえると、申立人は、申立期間に係る保険料免除及び納付猶

予申請書に、「１．全額免除」のみを選択して申請し、審査の結果、全額免除

が認められなかったことにより、申立期間が未納期間となったものと考えるの

が自然である。 

さらに、申立人が若年者納付猶予制度により申立期間の国民年金保険料の納

  



                      

付を猶予されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料の納

付が猶予されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を若年者納付猶予により納付猶予さ

れていたものと認めることはできない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年 11月から 49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 11月から 49年３月まで 

    私は、結婚したときに、義母から国民年金をどうしているのかと聞かれた

ことがきっかけで、昭和 47年 12月頃、Ａ町Ｂ（地名）にあった郵便局で加

入手続を行い、国民年金保険料を納付し始めた。申立期間の保険料は夫が納

付済みとなっているのに、結婚して夫と暮らし始めた申立期間について私の

保険料だけ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「結婚した昭和 47年 12月頃に国民年金の加入手続を行った。」と

主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 49 年 12 月 13 日に社会保

険事務所（当時）からＡ町に払い出された手帳記号番号の一つであること、申

立人の所持する国民年金手帳には発行日が50年１月23日と記載されているこ

とが確認できることから、申立人の国民年金の加入手続は、同年１月頃に行わ

れたものと推認され、申立人の主張と相違する。 

また、申立人は、「申立期間の保険料は夫が納付済みとなっているのに、私

の保険料だけ未納とされていることは納得できない。」と述べているところ、

申立人の夫の加入手続は、申立人の夫の国民年金手帳記号番号の前後の任意加

入被保険者の資格取得日から、結婚前の昭和 44年 11月頃に行われたと推認さ

れる一方、申立人の加入手続は、前述のとおり、申立期間より後の 50 年１月

頃に行われたと推認されることから、申立人は、加入手続が行われるまで国民

年金に未加入であり、申立人の夫と同じように申立期間当時に国民年金保険料

を納付できる状況ではなかったことがうかがえる。 

さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出された

  



                      

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年 11 月から 54 年６月までの期間、56 年２月から同年 11

月までの期間及び58年４月から同年12月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年 11月から 54年６月まで 

             ② 昭和 56年２月から同年 11月まで 

             ③ 昭和 58年４月から同年 12月まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）を退職したときに総務課から国民年金の説明

を受け、昭和 53年 10月頃にＣ市役所で国民年金の加入手続を行い、後日、

初めての年金手帳を受け取り、国民年金保険料を納付した。その後も、勤

務した会社を退職して厚生年金保険被保険者資格を喪失するたびに、その

年金手帳を提出して国民年金の加入手続を行い、保険料を納付した。申立

期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 53 年 10 月頃に、初めて国民年金の加入手続を行い、その

後勤務した会社を退職するたびに国民年金の加入手続を行った。」と主張して

いる。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿に

より、昭和 61年５月 16日に社会保険事務所（当時）からＣ市に払い出された

手帳記号番号の一つであることが確認できる上、オンライン記録において、申

立期間①、②及び③に係る申立人の国民年金の資格取得日及び資格喪失日の資

格記録は、社会保険事務所において同年７月に処理されていることが確認でき、

申立人の国民年金の加入手続は同年７月頃に行われたものと推認されること

から、その時点までは、申立人は国民年金に未加入であり、申立期間①、②及

び③当時に国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される昭和 61 年７月

  



                      

を基準にすると、申立期間の国民年金保険料は時効により納付することができ

ない。 

さらに、申立人は、「現在所持している年金手帳は初めてのもので、昭和 53

年 10 月頃にＣ市役所で国民年金の加入手続を行い、受け取ったものである。」

と主張している。 

しかし、上記の年金手帳の最初の住所欄に記載された住所は申立人の戸籍の

附票によると昭和 57年２月５日に行われた土地の名称変更による変更後の住

居表示であること、同年金手帳にはＣ市が所在するＤ（地名）での発行を示す

「Ｄ（地名）」の記載は無くＥ（地名）での発行を示す「Ｅ（地名）」の記載が

あること、及び同年金手帳の「初めて厚生年金保険被保険者となった日」欄に

は「昭和 54年７月 23日」と記載されていることから、同年金手帳は、申立人

が申立期間①の後に勤務したＥ（地名）所在の事業所において厚生年金保険に

加入した際に交付されたものと考えられ、申立人が 53年 10月頃に国民年金に

加入した事情はうかがえない。 

このほか、オンラインシステムによる氏名検索の結果、申立人に別の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申

立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、申立期間①、②及び③の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案4560（事案1651の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年８月から 41 年３月までの期間及び 46 年１月から 51 年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年８月から 41年３月まで 

             ② 昭和 46年１月から 51年 10月まで 

    私の夫は、結婚するまでは、夫の両親が国民年金保険料を納付していてく

れたはずであると言っていたので、申立期間①の保険料が未納とされている

ことは納得できない。また、昭和 45 年９月に結婚した後は、私が夫婦二人

の保険料を納付したはずなので、申立期間②の保険料が未納とされているこ

とは納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号は、

その払出簿により、昭和 41 年２月以降に申立人の兄と連番で払い出されてい

ることが確認でき、それ以前に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情は見当たらないこと、ⅱ）同年２月以降の時点で、申立期間①のう

ち 38年８月から同年 12月までの国民年金保険料は、時効により納付すること

ができない上、申立人と連番で手帳記号番号が払い出されている申立人の兄も、

37年３月から申立期間①を含め 41年３月までの保険料が未納となっているこ

と、ⅲ）加入手続及び保険料の納付をしてくれたとする両親は既に他界し、同

時期に加入した兄とも連絡が取れない上、申立人は直接関与していないことか

ら、加入及び納付の実態が不明であることなどを理由として、また、申立期間

②に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、その妻が夫婦二人分の保険料を納

付していたと主張しているが、その妻の手帳記号番号は、54 年７月以降に払

  



                      

い出されていることが確認できる上、申立期間②について妻は未加入期間であ

ることから、制度上、妻の保険料を納付することはできず、申立内容に不自然

さが認められること、ⅱ）申立期間②の保険料を納付していたとする申立人の

妻は、納付時期及び金額等についての記憶が明確ではなく、納付状況が不明で

ある上、意見陳述においても申立内容を推認できるような新たな事情はうかが

えなかったことなどを理由として、既に年金記録確認千葉地方第三者委員会

（当時）の決定に基づき、平成 21年９月 28日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回、申立人の妻は、前回の審議結果に納得できないとして再申立てを行っ

ているが、申立期間①については、新たな資料等の提出は無く、申立期間②に

ついては、新たに「保険料の納付場所はＡ銀行Ｂ支店であった。」と主張して

いるが、同行Ｂ支店は、「申立期間当時の窓口業務に係る国税の領収記録や国

民年金保険料の領収記録等は、保存期限が経過しており、残っていない。」と

回答しており、申立人の主張を裏付ける回答を得ることはできない。 

そのほかに年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。 

  



                      

関東千葉国民年金 事案 4561（事案 954及び 1818の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年２月から 54年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 54年６月まで 

    私は、第一子を出産後、夫に「将来は自分の年金がもらえるようにしてお

きなさい。」と言われ、昭和 46年から 47年にかけての冬にＡ市役所で国民

年金の加入手続を行い、加入当日に、会社を退職した 45 年に遡って国民年

金保険料を納付した。その後は毎年送られてくる納付書により、Ｂ銀行で毎

年一括して保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、国民年金手帳記号番号の払出日から申立

期間の国民年金保険料を納付し得ないこと、申立内容に不自然な点が見られる

ことなどを理由として、既に年金記録確認千葉地方第三者委員会（当時）の決

定に基づき、平成 21 年１月７日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

   また、その後、申立人は、「二人の友人が申立人の国民年金の加入について

申述してくれる。」として、再申立てを行っているが、友人二人の申述からは、

申立人の主張どおりの時期に、申立人が国民年金の加入手続を行ったことはう

かがえず、併せて申立人が提出した書面にも、当初の判断を変更すべき新たな

事実が認められないことなどを理由として、既に年金記録確認千葉地方第三者

委員会の決定に基づき、平成 21年 11月 18 日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、前回までの審議結果に納得できないとして再申立てを行い、

新たに「申立期間の保険料の納付場所はＢ銀行Ｃ支店であった。」と主張して

いるが、同行Ｃ支店は、「申立期間当時の窓口業務に係る国税の領収記録や国

  



                      

民年金保険料の領収記録等は、保存期限が経過しており、残っていない。」と

回答しており、申立人の主張を裏付ける回答を得ることはできない。 

   そのほかに年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。 

  



                      

関東千葉厚生年金 事案 5348（事案 4841の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 10月 18日から 11年 10月１日まで 

    私は、昭和 62年 10月から平成 11年 10月１日まで、Ａ市のＢ事業所Ｃ事

務所に勤務していたが、９年 10月 18日以降の厚生年金保険の被保険者記録

が無いので、年金記録確認千葉地方第三者委員会（当時）に申し立てたが、

年金記録の訂正は認められないとの通知を受け取った。 

    前回の通知後、裁判所の仮処分の決定及び当時の預金通帳を新たな資料と

して見付けた。この仮処分の決定により、厚生年金保険料控除後の金額とし

て月々20万円支給され、預金通帳には月々20万円入金されている。 

    また、前回の通知では、当該事業所との和解調書において、厚生年金保険

の取扱いに対する記載が無いことを理由の一つとしているが、この和解調書

は、有効ではなく、申立期間を厚生年金保険被保険者とすべきであることか

ら、前回決定は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人から提出された和解調書から

厚生年金保険の取扱いに係る記載は確認できないこと、ⅱ）申立人は、「申立

期間は、事業所に出勤を拒否されていたので、勤務はしていない。」と供述し

ていること、ⅲ）当時の理事は、申立期間の厚生年金保険料を控除していない

と供述している上、複数の元同僚は、「申立人は、平成９年 10月頃、出勤停止

になった。」と供述していること、ⅳ）申立人は、平成９年 10 月 18 日に国民

健康保険に加入していることが確認できることなどから、既に年金記録確認千

葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 24年 11月７日付けで年金

記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

   申立人は、今回新たな資料として、仮処分の決定及び当時の預金通帳を提出

  



                      

しているが、当該仮処分の決定には、事業主が負担する各種の公租公課の取扱

い及び厚生年金保険料に関する取決めの記載が無い上、預金通帳によると、仮

処分の賃金仮払い金額と同額が振り込まれており、厚生年金保険料が控除され

ていることが確認できない。 

   また、当該仮処分決定は、「従業員として地位保全する必要性はない。」と判

断しており、ほかに勤務実態を確認できる新たな関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   さらに、申立人は、「Ｂ事業所は解散しているが、親会社で残務整理をして

いる者がおり、債権債務を確認できるはずだ。」と主張しているが、商業登記

簿謄本から、当該事業所は、平成 22年３月 31日解散決議、22年９月 10日清

算結了となっている上、元理事は、「Ｂ事業所の残務整理は、２、３年前に終

了しており、書類は残っていない。」と供述している。 

   なお、申立人は、「和解調書は、有効なものではなく、申立期間を厚生年金

保険被保険者とすべきだ。」と主張しているが、年金記録確認第三者委員会は、

厚生年金保険法による記録訂正のあっせんについて、申立期間における被保険

者資格の届出又は保険料の納付の有無に係る事実認定に基づいて記録の訂正

の要否を判断するものであり、これと離れて和解調書の有効性を判断するもの

ではない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、年金

記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当

たらないことから、申立人は、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

 

 

  



                      

関東千葉厚生年金 事案 5349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年１月４日から 32年９月１日まで 

    私は、昭和 24年１月から 32年８月末までＡ社に勤務し、厚生年金保険に

加入していたが、この期間を脱退手当金として受給した記録となっているこ

とに納得できない。調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間について脱退手当金は受け取っていない。」と主張し

ているところ、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の計

算の根拠となる平均標準報酬月額、脱退手当金の支給金額及び支給年月日が記

されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和32年９月27日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

  



                      

関東千葉厚生年金 事案 5350 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年２月 

    私は、申立期間にＡ社に勤務しており、平成 18 年２月に賞与が支給され

たのに、当該賞与に関する厚生年金保険の記録が無く、納得できない。間違

いなく賞与は支給され、賞与から厚生年金保険料も控除されていたので、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社に勤務していた平成 18 年２月に賞与が支給され、厚生年

金保険料が控除されていた。」と主張しているところ、申立人に係る平成 19

年度市民税・県民税賦課状況証明書に記載された平成 18 年分の社会保険料控

除額は、オンライン記録において確認できる同年の標準報酬月額及び標準賞与

額のそれぞれに基づき算出した厚生年金保険料並びに健康保険料の合算額に

同年の給与総支給額に基づき算出した雇用保険料額を加えた額におおむね一

致している。 

   また、Ａ社は既に解散しており、申立期間当時の事業主は、「賞与等の給与

関係資料は保存されていない。」と回答していることから、申立期間において、

同社から申立人に賞与が支払われ、当該賞与に係る厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できない。 

   このほか、申立期間において、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

  


